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図２．中小企業の従業者過不足ＤＩの推移 

図１．中小企業の経営上の不安要素 
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2010年から2015年にかけては、15歳未満人口は約100万人減少、 
15～64歳人口は約490万人減少、64歳以上人口は約450万人増加で、 
15歳以上の人口としては、約45万人の減少であった。 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」(平成24年1月推計)  
     (注)1.将来推計人口は、出生中位(死亡中位)推計による 

2.15歳以上人口に占める中小企業の従業者総数の割合は、2012年時点で29%、
2014年時点で30%。2012年以前の従業者総数のデータはないが、会社の常用雇用
者数+個人事業所の従業者総数の合計値が、15歳以上人口に占める割合は、2001
年以降、およそ26%前後で推移。 

図３．生産年齢人口の減少 

 深刻化する人材不足は経営上の不安要素としても年々大きくなっている。 
 生産年齢人口が減少する中、人材不足は恒常化しうる問題。求職難から求人難の時代に。 
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（出典）日本銀行「第170回全国企業短期経済観測調査」 
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（出典）日本政策金融公庫「2015年下記の中小企業の景況見通し」 

１．人手不足は恒久化しうる経営課題 



 労働人材、中核人材のいずれも不足感が強い。 
 特に、営業、サービス関係の不足感が強い。 
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２．中核人材、労働人材のいずれも不足 
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（注）グラフの外側にいくほど人材不足の割合が高い。 

図４．業種別・業種領域別の人材不足状況 

（出典）中小企業庁（2017）
「中小企業白書」 
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 新卒は大企業志向が強い。 
 復職女性は新卒女性よりも中小企業に就業する割合が高い。 
 企業規模が小さいほど高齢者の割合が高い。 
 留学生の半数は従業員１００人以内の企業に就職。 

図６．復職女性の就業先 

（出典）中小企業庁（2015）「中小企業白書」 

図５．大企業と中小企業の大卒求人倍率 

（出典）リクルートワークス研究所「第33回ワークス大卒求人倍率調査（2017年卒）」 
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(年) 資料：（株）リクルート ワークス研究所「ワークス大卒求人倍率調査」  
(注) ここでいう大企業とは、従業員300人以上の企業、中小企業とは、従業員300人未満の企業。 

３．女性、高齢者、外国人等の多様な人材に可能性 

（出典）中小企業庁（2017）「中小企業白書」 

復職後の女性は中小企
業の割合が多い。 
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（資料）法務省入国管理局 
「平成26年における留学生の日
本企業への就職状況について」 

約半数が従業員100人
以下の企業に就職 

図８．留学生の就職先（企業規模別） 

図７．従業員規模別に見た雇用者の年齢構成割合 



中小企業・小規模事業者人手不足対応ガイドライン 

• 人材不足は中小企業・小規模事業者の経営上の大きな不安要素。多様な働き手が最大限能力発揮できる職場づくりや、設備導入等による生産
性向上に取り組んでいる好事例を収集・分析し、人手不足対応への考え方を整理。豊富な事例とともに、経営者にヒントを与えることを企図。 

１．趣旨 

• 人手不足は全業種にわたり深刻化。人口構造的に恒常化しうる問題。 
• 中小企業は大企業よりも離職率が高く、離職が人手不足につながっている側面もある。 
• 新卒は大企業志向。一方、復職女性、高齢者等は中小企業を選択する傾向にあり潜在労働力が多数。外国人も増加傾向。 

２．人手不足の状況 

• 経営課題として深刻化する人手不足を変革・成長のための機会と捉え直す。経営者次第で変革が進む可能性。 
• 女性、高齢者、外国人等の多様な人材に視野を広げ、働き手の立場にたった職場環境整備等を進め、人材を確保する（掘り起こす）。 
• ＩＴ導入や設備導入、人材育成等により、労働生産性を向上する。 

３．基本的な考え方 

４．好事例から抽出されたポイントとなる考え方（３つのステップ） 

• 業種別、規模別、地域別、経営課題別、課題クロス軸毎に索引。 
• １００を超える事例において、きっかけや取組、効果を分かりやすく表示。 

５．事例集 

• ３つのステップごとの関連施策 
• よろず支援拠点の相談対制を充実させ、都道府県労働局と連携。 

６．人手不足対応を後押しする施策 

 背後の経営課題を見つめ直す 
 補充したい業務を見つめ直す 

【ステップ１】 
 経営課題や業務を見つめ直す 

【ステップ２】 
 求人像や生産性を見つめ直す 
 業務に対する生産性を見つめ直す 
 業務に対する求人像を見つめ直す 

【ステップ３】 
 働き手の目線で、人材募集や職場環境を見つめ直す 
 働き手の目線で、人材募集（採用・ＰＲ）を見つめ直す 
 働き手の目線で、職場環境を見つめ直す 

※生産性向上は設備導入、人材育成からアウトソーシングまで幅広い取組を含む。 
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• 課題対応チャートや診断シートの作成 
• 中小企業団体や都道府県労働局等の取組との連携 

７．普及・浸透に向けて 

※中小企業・小規模事業者の人手不足対応研究会とりまとめ（平成２９年３月） 



 人手不足という環境を所与のものとし、企業の変革のための機会と捉え直す。 
 女性、ミドル、シニア、外国人等の多様な人材に視野を広げ、人材を確保する（掘り起こし定着）。 
 ＩＴ導入や設備導入、人材育成等により、１人あたりの生産性（労働生産性）を向上する。 

４．人手不足対応の基本的な考え方 
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（資料）総務省（2015） 「労働力調査」 
（注）１：労働力率は「労働力人口÷生産年齢人口」から算出 
   ２：潜在的労働力率は「（労働力人口＋就職希望者（出産・育児のため））÷生産年齢人口」から算出 
   ３：就職希望者（出産・育児のため）とは、就職希望者のうち、非求職理由として「出産・育児のため」を選択した者 
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図１０．高齢者の有業者数および無業者数の推移 

図１１．大企業、中小企業の離職率の推移 
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（資料）総務省（2012） 「就業構造基本調査」 （出典）中小企業庁（2017）「中小企業白書」 

（出典）中小企業庁（2015）「中小企業白書」 

図１２．経常利益の実績別に見た、人材不足企業の取組【非製造業】 



図１４．大企業との賃金格差 

（出典）中小企業庁（2016）「中小企業白書」 

図１３．中小企業における採用の担当者 

（出典）中小企業庁（2015）「中小企業白書」 

 採用の担当者は経営者であり、小規模事業者ほどその傾向が高い。いわゆる人事部的な機能は経
営者次第な側面がある。経営者次第で働き方改革や職場環境整備が進む可能性が示唆される。 

 大企業との賃金格差は大きい中、労務環境・職場環境の改善等の賃金以外取り組むも有効。 

５．経営者次第で変革が進む可能性 ～賃金以外の要素も重要～ 
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2.給与額は、「きまって支給する現金給与額」であり、各年の6月分として支払われた給与額で基本給と、あらかじめ定められている諸手当の
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3.「企業全体の常用労働者数」が299人以下（卸売業、サービス業、小売業、飲食店は99人以下）の企業を中小企業、中小企業以外
の企業を大企業とする。 
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（出典）中小企業庁（2017）「中小企業白書」 

図１５．人材定着や育成のために有効だと考える取り組み 



① 経営課題を見つめ直す 
自社のニーズ・課題に遡って捉えることで、経営課題についての解決の方向性・優先度を再認識する。 

出発点として、人材確保の経営課題上の意味・目的を明確化する。 
(取組事例イメージ） 
１）需要の拡大への対応（取組量を上げることが重要） 
 需要の拡大への対応が優先課題と再確認。１時間単位での雇用契約を認め、女性の求職を多く集め対応した。 

4）新たな需要の獲得への対応（新しい取組が重要） 
 需要拡大が経営課題であり外国人客をターゲットに拡大すると確認。外国人留学生を採用し、インバウンド観光
客への接客向上・口コミ拡大、外国語ＨＰの整備により、売上を伸ばした。 
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2）需要への安定した対応（取組量を維持することが重要） 
 ラインの稼働率が生産性に直結。人材育成に力を入れ、社員の意欲や技術が向上し、稼働率や定着率が上がった。 
3）需要への対応の質を安定化・向上（取組の質を高めることが重要） 
 少量多品種への生産へ転換し、品質保証により安定した受注を確保することが優先と確認。不足していた品質保  
 証の人材として大手企業OBを採用。QCサークル活動、改善提案制度を導入し、品質が向上。 

② 人手が不足している業務を見つめ直す 
固定観念を払拭する。 

業務を洗い出し、軽作業と重作業を切り分ける、フルタイム勤務を短時間に切り分けるなど、業務を細分化する
（プチ勤務）。見える化・細分化により切り出し分担することで、求人数は増えるが求人獲得の可能性が広がる。
  （取組事例） 

• 長時間働く若い人の応募が無い状況。重量物を扱う作業と軽作業を切り分け、重量物を扱う作業台を変更し負担を軽
減。業務を細分化し、短時間勤務も可能に。紙で作業を指示する仕組みを導入し誰でもできるように。女性や高齢者
から多数の応募が殺到し、地域の評判もよくなり、受注増。【青果卸売業および青果放送業、北海道】 

• 男性社員はビル清掃、女性社員はハウスクリーニングと業務を分けていたが、男性は人手不足・残業過多。女性は仕
事がないアンバランスな状況。従業員へのヒアリングを通じて業務を分ける必要ないことに気付き、女性を育成し、
男性、女性等がチームで対応。女性目線により、仕上がりがよくなり、受注増。【ビルメンテナンス業：宮崎県】 
 

６．好事例から抽出されるポイントとなる考え方（３つのステップ） 
ステップ１：経営課題や業務を見つめ直す 



ヱビナ電化工業株式会社 
 技術志向・研究開発型企業への脱皮が必要だった。 

 女性技術者集団を中心に研究開発を加速。育成した女性技術者と、中途採用のミドル層人材の両
輪で、事業展開に貢献している。また、社員の残業を減らして効率化とインプット増加を図っ
た。 
生き残りをかけた転換 
 90年代から大手メーカーが海外へ拠点を移す中、生き残る
ための転換が必要となり、技術志向・研究開発型企業への
脱皮を決意。 

 ターゲットを国内市場とし、「ものづくりの常識を塗り替
えるめっきメーカー」として高付加価値ビジネスを目指
す。 

 多様な人材が高付加価値の技術を提供していくために、従
来の「昭和の時代の働き方」では対応できないと判断。そ
のため、社員の会社以外の生活を充実させインプットを増
やす必要がある、と考えた。 

経営の取り組み 
 ３代目経営者の大々的な権限移譲と組織改編を実施。 
 部門の再編成により、部門や社員個人の果たすべき役割を
果たすため、目標に向かえる体制づくりを構築。 

 各部門の必要な人材の要件を明確にし、社内の人員バラン
スを考慮して適材適所の中途採用を実施。 

女性の活躍と定着 
 研究開発部門は女性比率が約半数と高く、出産後、復職の
ために必要な制度についてヒアリングを実施。 

 子育て中の優秀な派遣社員を、短時間正社員として雇用
し、これを機に週20時間以上勤務を制度化。 

 保育料補助、早期復帰一時金、再雇用制度など、 
手厚い両立支援策を講じた。 

企業全体で残業を減らす取り組み 
 残業申請がない場合は、 

17時以降会社に残らないことを  
トップダウンで徹底。                  

 

職場環境の変化 
 就業時間中に業務を効率よく終わらせる段取り力が身に付
き、一部の部署を除き、ほぼ定時で退社するようになっ
た。 

 ワークライフバランスと、リケジョの活躍する企業とし
て、企業ブランドの向上に役立っている。 

 新卒採用から育成してきた優秀な人材が、出産育児を経て
定着し、また、即戦力として中途採用者したミドル人材の
両方の布陣が整い、技術を生み出すスピードが加速した。 

                 

取
り
組
み
前
（
き
っ
か
け) 

取
り
組
み
後(

効
果) 

取り組み内容や仕組み 

所在地： 東京都大田区東糀谷5丁目22番13号  創業：1946年   
資本金：1,000万円  従業員数：131人  事業概要：めっき業 
（各種素材に対する電気めっき及び無電解めっき） 

同社HPより 

女性 高齢 外国
人 

生産
性 

兼業
等 

その
他 

でんかこうぎょう ①経営課題を見つめ直した事例 
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有限会社有吉農園 

 季節労働者・若手採用が課題。しかし、シニアを「短時間シフト勤務」で活用し、季節的な仕事
量の増減に対応した。各自の作業が不安なく確実に行えるように、その日の全作業を紙で配布す
るなど、シニア向けの工夫を行っている。  

正社員の若い人の採用に苦戦 
 長期で長時間働いてくれる「正社員の若い人」が採用した
かった。また、青果物＝メロンなどの重量物（キツイ仕
事）のイメージがあり、応募者は全く集まらなかった。 

 農産物を扱うため、季節的に冬は仕事量が少なく、春～秋
は多くなる。人材を確保したい時期に季節性があった。 

 北海道の冬は雪深いため、冬に自宅にいて春から夏に動け
るシニアの活用に着目した。 

働きたい時間に着目し、「短時間シフト勤務」へ 
 シニアは仕事以外の時間を大切にしている人が多いため、
午前・午後、それぞれ４時間勤務の「短時間シフト勤務」
で募集した。（作業２時間→15分休憩→作業２時間） 

 子育て中の女性従業員は、希望があれば９時～15時の時短
勤務とし、急な休みの場合も柔軟に対応した。 

 シニアや主婦の目に留まるよう、募集広告上では簡単な作
業であることを明示した。 

シニア向けに工夫した点 

 その日の全部の作業の流れや内容を、口頭でなく、紙で配
布することにした。 

 グラム数や、詰める数量、作業方法などが変更になること
もあり、また、シニアには記憶力に自信がなくなっている
人もいるので、都度、紙を見て確認しながら作業を行って
もらえるようにした。  

 重量物は、作業台を変更し、身体の負担の少ない方法に変
更した。                     
（持ち上げるのではなく、高い所から低い所へ下すなど） 

主婦・シニアの採用・定着に成功 
 主婦・シニア（最高68歳）10名の採用に成功。 

 他社で年齢を理由に不採用になってしまった人が多く、仕
事に就けること自体を喜んでくれ、一生懸命働いてくれて
いる。 

 口コミがもとになり、新聞等にシニアの活躍が掲載され
た。地域からの評判もよく、仕事の引き合いも増え仕事量
も確保できている。 

 シニアは、作業の区切りを「２時間単位」としたことが、
とても体力や集中力などのバランスがよいようである。 

 作業内容を紙で配布したことにより、各自の作業が確実に
行えるようになりミスが減った。 

取
り
組
み
前 

（
き
っ
か
け) 

取
り
組
み
後(

効
果) 

取り組み内容や仕組み 

所在地：北海道札幌市西区八軒１条東４丁目１−６９  創業：1988年  
資本金： 300万円 従業員数：15人  事業概要：青果卸売業および青果包
装業 

女性 高齢 外国
人 

その
他 

生産
性 

兼業
等 

ありよしのうえん ②業務を見つめ直した事例 

9 



③ 業務に対する生産性を見つめ直す 
■段取り変更等のソフト的なアプローチと、ＩＴやロボット投資による省力化のハード的なアプローチの両方を考える。 
作業やノウハウをデータ化・見える化すれば、ソフト（多能工化等）・ハード（設備導入）のアプローチにつながる。 
ムリ（設備や人への過負担）・ムダ（原価を高める要素）・ムラ（仕事量のバラつき）の削減や標準化を考える。 
生産性の向上は副次的に人材の確保にもつながる。 

10 

• 生産・在庫管理が課題で手待ちが発生。生産工程の一貫管理体制を構築し稼働率や在庫を見える化。社員のアイデアで
作業工程を集約し誰でもできる冶工具を開発する等により、作業の効率化・標準化を実施。多能工化表を作成し計画的
に従業員を育成。リードタイム、在庫保有、受注残ともに劇的に削減。【自動車部品、電気照明器具製：東京都】 

（取組事例） 
• 多品種小ロット生産で利益があがる体制の構築が課題。広く明るい空間で仕事が出来るよう社屋を改修し、マシニン
グセンターなどの設備を導入。職人のノウハウをデータベース化し、加工技術の標準化に成功。ルーチンワークは機
械化し、従業員は知的労働に従事。開発力や生産性が向上。【精密機械製造業：京都府】 

④ 業務に対する求人像を見つめ直す 
固定観念を払拭し、業務の見直しと合わせて、求人像の幅を拡げる。必要により、人材育成の仕組みも考える。 
求人像を明確化する。 
（取組事例） 
• ３K職場イメージで若手採用に苦戦。作業単価の下落とともに、ベテランの高齢化もあいまって技術継承に課題。求人像
を見つめ直し、性別・国籍・年齢・経験の有無にかかわらず、人材を採用。作業工程を切り分け、経験の有無によらな
い人材育成システムを確立。あわせて、事業所内託児所の整備や短時間勤務制度を導入。結果、若手女性が付加価値の
高い塗装を実施。販路拡大につながっている。【建設工事：大阪府】 

（取組事例） 
• 海外展開の必要性から、商社などの経験を持つ人材を想定して漠然と募集をかけたが異なる層の応募が続いた。同年代
か年下、契約関係や経営システムにも長けている等求人内容を明確化。海外展開人材としてイメージにあった人材を確
保【製造業：石川県】 

６．好事例から抽出されるポイントとなる考え方（３つのステップ） 
ステップ２：業務に対する生産性や求人像を見つめ直す 

• 大口の注文で溶接工が不足。人材も定着しなかった。設備導入により半自動溶接の行程を自動化。受注の獲得や人材の 
 定着につながっている。【製造業：大阪府】 



HILLTOP株式会社 
 多品種小ロット生産で利益をあげる体制にすることが課題。受注から部品製作・納品まで全てに
おいてITを駆使。 

 多くのプロセスが自社開発ソフトでデジタル化され、多品種単品の24時間無人化稼働を実現。  

脱量産・脱下請・脱肉体労働 
 先代の頃は典型的な「３K」の鉄工所であったが、鉄工所か
ら脱却し、試作開発案件に代表される多品種小ロット生産で
利益があがる体制を構築したかった。 

 現副社長が25歳のころ、量産仕事を一切やめることを先代
に進言。売上の８割を占めていた自動車関係の下請けの単純
量産の業務を一切やめ、借りていた機械設備一切を返却。 

 若手・新ビジネスモデル構築に携わる人材がほしかった。 

設備投資 
 斬新な社屋を建築し、広く明るい空間で仕事が出来るよう
工夫。 

 ＮＣ旋盤やマシニングセンターを早くから導入。 
IT化 
 アルミニウム加工品の生産で「職人のノウハウ」をデータ
ベース化し加工技術の標準化に成功。 

 情報のデジタル化を通じ社内ネットワークによる情報の一
元管理、進捗管理など高効率生産体制を実現した当社独自
の生産モデル「ＨＩＬＬＴＯＰ Ｓｙｓｔｅｍ」を構築。 

システムエンジニアの採用 
 システムエンジニアを代々採用し、定期的に入れ替えるよ
うにし、イノベーションを連鎖的に生み出す仕掛けとし
た。 

 

ルーチンワークは機械に、人は知的労働を 
 アルミに特化した多品種小ロット生産、24時間無人加工を
実現。 

 オリジナル生産管理システムにより、大量生産のルーチン
ワークは機械で、人は人にしかできない知的労働に変え
た。これらにより、下請けからの脱却を果たすと共に、若
い人材を採用・定着させられる企業となっている。 

 試作開発や装置開発まで手がけるようになり、最適・最短
の工程を構築し、高難度のものをスピーディに製作できる
ようになった。 

 熟練者のノウハウ（暗黙知）がデータベース化されてお
り、個々の技量に関係なく、誰もが完成度の高い加工がで
き、生産性が格段に安定した。 

取
り
組
み
前 

（
き
っ
か
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取
り
組
み
後(

効
果) 

取り組み内容や仕組み 

所在地：京都府宇治市大久保町成手1-30  創業：1980年   
資本金：3,600万円  従業員数：90人  事業概要：製造業（精密機械部
品等の試作加工・製造・販売等） 

女性 高齢 外国
人 

その
他 

兼業
等 

生産
性 

同社HPより 

③生産性を見つめ直した事例 
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株式会社KMユナイテッド 
 技術の伝承が課題。男性・日雇い勤務が業界の常識の中、全員正社員雇用女性採用を行う。 

 一人前の職人になるには10年かかる世界で、作業工程を切り分けることで、経験の無い人材も
短期間で戦力となる人材育成システムを展開。 

人材確保・育成、技能伝承が困難に 
 塗装業界は、３Kといわれがちな職場で、若手採用に苦
戦。 

 また、せっかく採用した若者も定着しなかった。 
 ベテランの高齢化もあり、一流の技術を伝承するには、時
間的に限界だった。 

 リーマンショック後、作業単価が下落。 
 

多様な人材の採用、全員正社員採用 
 性別・国籍・年齢・経験の有無に関わらず、やる気のある
人材を採用。 

 全員正社員として採用し、安定雇用を図った。 
細分化した作業工程に特化した育成システム 
 作業工程を切り分け、経験が無くとも短期間で育成できる
分野から始める人材育成システムを確立。 

 また、育成対象となる工程を絞ることで、3年という短期
間で一人前を目指すプロフェッショナルな育成システムに
よるキャリアパスを確立。 

女性躍進の取り組み 
 女性職人が妊娠中に建設現場以外で働けるペイントショッ
プ（店舗＆通販）での業務を用意。 

 育児・介護のための短時間勤務を導入し、柔軟な勤務体制
を可能とした。 

 夫婦同席での面接を行い、家庭と仕事の両立の理解を深め
た。 

 電動アシスト付き台車の導入により、身体的負担を軽減。 

順調に利益が向上 
 意匠性があり、付加価値の高い塗装を、 
経験２年の若手女性職人がチャレンジ。 
複数の有名建築物で技能を発揮。 

 ライフイベントで現場に出られない 
職人のために、DIY塗装ショップを 
開設し、インストラクターとして実演指導、 
販売を行うなど順調に業務展開。 

若手女性職人の活躍 
 入社２年のインストラクターとなった若手女性職人が、他
の職人たちの身の上相談に乗ったり、夢や課題をヒアリン
グし経営にフィードバックしている。 

取
り
組
み
前 

（
き
っ
か
け) 

取
り
組
み
後(

効
果) 

取り組み内容や仕組み 

所在地：大阪府大阪市都島区都島北通1-2-14  創業：2013年   
資本金：1,000万円  従業員数：31人  事業概要：建設工事 

出所は下記 

女性 高齢 外国
人 

その
他 

生産
性 

兼業
等 

経済産業省（2016）「平成27年度 新・ダイバーシティ経営企業100選」p.28 

④求人像を見つめ直した事例 
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⑤ 働き手の目線に立って、人材募集（自社ＰＲ、募集方法）を見つめ直す 

（取組事例） 
• 結婚・出産・育児をする女性が働きやすいよう、復職しやすいような基盤を整えてきた。生き生きと働く女性従業員
のヒストリーやライフスタイル、キャリアプランをＰＲすることにより（ターゲットに対応したリアルで明確な情
報）、共感してくれるような女性を確保。【サービス業：宮城県】 

13 

 
• 会社説明会で、社長自ら理念や業務を説明。想いを共有できる人材を採用し定着率が向上。【給湯器販売業：福島県】 

⑥働き手の目線に立って、職場環境を見つめ直す 
働き手の制約や志向を考え、職場環境づくりをすることが重要。 
①女性（主婦等）：育児との両立を重視しており勤務体系の柔軟性が重要。   

②高齢者：健康や生きがいを重視しており、身体負荷への配慮や無理のないシフト、繰り返しの指示などが重要。 

③外国人：能力、成果主義、ジョブの明確化を志向しており、人事制度の明確な説明が重要。私生活面でも苦労しがち。  

（取組事例） 
• 復職女性や外国人、障害者などを積極的に採用。誰でも７０才まで働ける雇用制度や短時間勤務制度、在宅勤務制度を
導入。１つの業務を二人で担当する「ダブルアサイン」制度も導入。社長塾を毎週実施しているほか、週末に、上司と
メールでやりとりする仕組み、英語力、対人・態度能力で月額の手当を払う仕組みを導入。意欲の向上につながり、 

 ６０才定年者全員が再雇用される。１０年以上、離職率ゼロ。２３年連続黒字。【輸入商社：東京都】 

６．好事例から抽出されるポイントとなる考え方（３つのステップ） 
ステップ３：働き手の目線に立って、人材募集や職場環境を見つめ直す 

■ターゲットが明確で、ターゲットに対するメッセージがリアルで明確であることが重要。 
ヒストリーやライフスタイルなど働き手から見た自社の特徴・魅力を訴えていくことが重要。欠点のＰＲも時に有効。 
社長自ら思いを語る等の採用体制や採用手法の選択も重要。募集時に良好な母集団を形成するという発想が重要。 
インターンシップや職場見学会等により企業理解を促進することも重要。 

• 総合職の採用に苦戦。SkypeやUstreamを活用したインターネットにおけるダイレクトな採用活動を実施。採用期間も
通年に切り替え、年齢制限も撤廃。優秀な人材の確保。【食品製造業：新潟県】 

                    ＜対応策＞ 人事制度の明確な説明、上司や先輩との交流、日本文化や日本語、生活面のサポート等  

      ＜対応策＞ 短時間勤務、無理のないシフト、再雇用前の意思疎通、分かり易い依頼の工夫、身体への配慮等 

         ＜対応策＞  女子トイレ設置、短時間勤務、フレックスタイム、在宅勤務等、時間に柔軟な勤務・休暇・配置等  



 女性は子育てとの両立から、労働時間への配慮を求める傾向。 
 高齢者は健康、いきがい、社会参加といった要素も重視。 
 外国人は早期の昇給や、能力や青果に応じた評価、仕事内容の明確化を期待。 
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15～24歳

25～34歳

35～44歳

45～54歳

55～64歳

賃金・給料が希望とあわない 勤務時間・休日などが希望とあわない

求人の年齢と自分の年齢とがあわない 自分の技術や技能が求人要件に満たない

希望する種類・内容の仕事がない 条件にこだわらないが仕事がない

その他

（13万人）

（22万人）

（21万人）

（17万人）

（11万人）

図１６．年齢別完全失業者（女性）が仕事に就けない理由 

（資料）総務省（2015） 「労働力調査」 
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（ステップ３の参考）働き手の目線 
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60-64歳男性 60-64歳女性 65-69歳男性 65-69歳女性

生活の糧を得るため 健康にいいから いきがい、社会参加のため

時間に余裕があるから 頼まれたから その他 （資料）労働政策研究・研修機構（2011） 
    「高年齢者の継続雇用等、就業実態に関する調査」 

図１７．シニア層の就業目的 

生活の糧 
健康 
いきがい、社会参加 
を重視。 

40.0%

34.0%

30.0%

26.0%

16.0%

16.0%

16.0%

14.0%

39.0%

27.1%

27.1%

15.3%

30.5%

18.6%

15.3%

42.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

昇格・昇給の期間短縮

能力や成果に応じた評価

役割・仕事内容の明確化

長時間労働の改善

外国人社員の幹部登用

外国籍としての個性を重視

社内での英語使用

キャリアパスの明示

中小企業勤務者（n=50） 大企業勤務者（n=59）

図１８．外国人材が期待する企業の取組 

（資料）経済産業省（2016） 
平成２７年度アジア産業基盤強化等事業（「内なる国際化」を進めるための調
査研究）報告書 
※従業員数300人未満を中小企業、300人以上を大企業と設定 

昇格・昇給 
能力・成果主義 
ジョブの明確化 
を重視。 

段々と勤務時間、休日が制約に。 
業務と年齢のギャップが制約に。 



株式会社ビック・ママ 
 女性社員が出産後も復職し、定着できる体制を整備する必要があった。 

 女性社員に対応したインフラ整備等を行った結果、離職率は低くなり、出産後の復職率は上がっ
た。さらに、毎年多くの技術職の採用に成功。 

採用は大きな課題 
 裾上げなどの洋服直しは、ビジネス上の差別化は非常に難
しく、製品特性や仕事の醍醐味等を前面に出した採用活動
はできず、採用は大きな課題であった。 

 さらに、新卒採用ができたとしても、出産による退職とい
う壁があった。 

復職可能な体制も整備できていなかった 

 特に、新卒採用第１号の女性社員が出産を機に退職した
際、大きな痛手を被った。当時、復職可能な体制も整備で
きていなかった。採用のみならず、定着・復帰面でも大き
な課題があり、改善したかった。 

 

人のキャリアや考え方にフォーカスした採用を実施 
 ＨＰなどで従業員の様々なキャリアを魅力としてＰＲ。 
特に、結婚や出産、育児とも親和性のある仕事であること
をアピールし、就職後のミスマッチをなくすために、採用
時に数年後の自分の生活イメージとマッチするかなども重
要視した。 

教育システムや在宅勤務制度を構築 
 一定の技術を持った女性を採用していたが、技術がなくて
も育成可能な教育システムを構築。 

 また、在宅勤務も可能とし、キャリアの断絶ではなく、復
職の可能性を高める取り組みも実施。 

 在宅勤務については、機材の貸付等も行い、受発注システ
ムを整備することで、一定の技術さえあれば、すぐにでも
仕事が出来る体制を整備。 

保育園も開設 
 新卒採用第１号の女性社員の退職が契機となり、仙台本社
近くに保育園を開設。 

         

毎年多くの技術職の採用に成功 
 キャリアモデルに共感してもらう採用方針をとることで、
毎年20～30人程度の技術職の採用に成功。 

女性社員の定着率は向上 
 採用のターゲット層を絞り込み、ターゲット層に対応した
魅力発信やインフラ整備を行ってきた結果、女性社員の離
職率は非常に低くなり、出産後の復職率も上がった。 
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所在地：宮城県仙台市青葉区北目町6-6  創業：1993年   
資本金：5,000万円   従業員数：272人  事業概要：サービス業 
（洋服修理、バッグ・靴・アクセサリーなどのメンテナンス他） 

女性 高齢 外国
人 

その
他 

生産
性 

兼業
等 

同社より写真提供 

⑤人材募集を見つめ直した事例 
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制約があっても能力を活かし、伸ばせる会社 
 就業規則を柔軟に見直すなど雇用を守るための環境整備及
び属性に関係ない能力評価を導入し、社員の努力に報いる
仕組みを構築。結果、社員が自身の能力を開発し、高い語
学力や技術力を活かした社員が活躍することで、同業他社
にはない競争力がつき、23年連続の黒字を達成。 

 パート社員を含めて女性は全社員の３分の１、女性の管理
職は30％以上となり、働く女性のロールモデルとなってい
る。 

離職率ゼロを実現 
 10年以上離職率はほぼゼロであり、 
第一子妊娠の女性社員、新卒新入社員の 
3年以内の離職率もゼロである。 

株式会社日本レーザー 
 経営悪化状態で大量退職が発端となり、女性、高齢者、外国人など求人像の幅を広げ人員を補強。 

 在宅勤務制度、７０才まで働ける雇用制度、国籍・学歴。年齢・性別にとらわれない評価制度の導
入。離職率ほぼゼロを達成し、２３年連続黒字を達成。 

経営破綻から再建向けた対応 
 債務超過で経営破綻寸前まで陥り、主力となっていた社員も商権
も失ったため、再建のために新規顧客開拓による売上拡大が経営
課題であった。 

 そのため、現社員の雇用を守るだけでなく、社員を補充する必要
が発生。大手民間就職支援サービスを利用できる資金がなく、公
的職業紹介所に依頼。結果、リストラされた中高年、結婚退職女
性、海外からの帰国組、外国人、障がい者など、従来多くの日本
企業では就労機会が限られてた人からの応募が多く、彼らを採
用。 

 

多様な人材が働き続けられる処遇体系・人事制度を徹底 
 能力主義、成果・貢献度主義により、女性、高齢者、外国
人等これまで就労を続けにくかった層にもフェアな処遇を
施すことで、モチベーションの向上、定着率向上を図る。 

 介護や育児、病気療養が必要な社員のために、短時間勤務
制度や在宅勤務制度も導入。また、心身が健康で業績に貢
献できる限り、誰でも70 歳まで働ける雇用制度を導入。 

 従業員の急な休みに備え、１人が複数の業務をこなす「マ
ルチタスク化」や１つの業務を二人で担当する「ダブルア
サイン化」などを実施。 

 社員が自分のライフスタイルに応じた雇用契約を選び、ど
んな雇用契約でもキャリアアップを目指す制度を実現。 

経営者の経営理念の浸透、社員の意欲・能力の向上 
 「今週の気付き」として、毎週金曜日に一週間を振り返
り、気付きを上司にメールで報告し（ＣＣに社長）、上司
がフィードバックする制度を導入。 

 基礎能力評価を行い、「英語力」、「PC・IT 力」、「対
人・態度能力」のそれぞれに月額の手当（最高ランクには
月々2.5万円及び2万円など）を支給。 

 社長が講師を務める「社長塾」を毎週実施。 
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所在地：東京都新宿区西早稲田2-14-1  創業：1968年   
資本金：3,000万円  従業員数：48人  事業概要：輸入商社（レーザー
専門） 
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電化皮膜工業株式会社 
 創業メンバーの高齢化、若手人材不足により、技能伝承に危機感を感じ、人材の採用・定着に取
り組む必要があると認識。 

 個々の事情に配慮した対応、IT導入等により、人材の安定的な確保及び生産性向上が実現。 

若手の採用に苦戦 
 創業メンバーの高齢化により、技能の伝承に危機感を持っ
た。 

 本格的に人材を採用しようと、ハローワークや広告、ネッ
ト媒体などでの募集に取り組むが、「3K」のイメージから
若手人材が集まらず苦戦していた。 

 採用後もすぐ辞めてしまい、定着しなかった。 

個人の事情に配慮 
 定年退職後も雇用延長を図り、実質的な定年の上限を撤
廃。 

 未経験者の積極採用も開始し、子育て中の女性や、シング
ルマザーの方も採用。育児中の社員は子供の成長に合わせ
た出勤時間の変更や、学校行事への積極的参加を容認な
ど、柔軟に対応。 

若手への技能継承と人材採用への取り組み 
 定年退職後の雇用延長の際には、人材育成への協力を条件
としており、若手への技能継承を推進している。 

 また、若手人材の多能工化に向け、資格取得を手厚く支
援。 

 ホームページをリニューアルし、働く人を中心に紹介する
内容へ変更し、応募者へ仕事のやりがいを訴求。 

作業環境の整備及びITの導入  
 食堂、男女ロッカー、女性専用トイレ、現場の空調など作
業環境を整備。 

 女性社員の発案により納品書等のITツールを導入し、業務
カイゼンを図る。 

         

人材の確保定着と生産性の向上 
 社会的認知度が高まることで、安定的な人材確保ができ、
既存社員の定着率もあがり、特定の年代に偏らない幅広い
年齢構成となり、技能を伝承する流れができた。 

 その結果、サービスや品質が向上し、2003年と比較し、
取引顧客が約3倍増加するとともに、新分野関連売り上げ
も21％に増加。 

 積極的にITを導入したことにより業務効率が大幅に向上
し、生産性も向上。 
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所在地：東京都大田区矢口3-5-10  創業：1947年               
資本金：1,100万円  従業員数：39人  事業概要：めっき・表面処理業 
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目次１  目次２  

業種 

企業規模 

立地（所在地） 

創業からの期間 

７．事例集 ～１００を超える事例を外形情報別、経営課題別に整理～ 
 外形情報別（業種、規模等）、経営課題別、事業戦略別の３種類の目次 

少人数の人手が欲しい 

大人数の人手が欲しい 

人
手
の 

量
的
な
不
足
感 

大 

小 

A D 

C B 

大人数の人手を確保する
ことで、現状のビジネス

を維持したい 

追加は少人数の人手で、
現状のビジネスを維持し

たい 

少人数の人手で、 
新たなビジネスを構築したい 
（質の高い人材によりイノベー

ションを起こしたい） 

大人数の人手を動員して、新たな
ビジネスを構築したい 

現状のビジネスを 
改革したい 

現状のビジネスを 
維持・改善したい ビジネスの改善・改革志向 

大 小 

目次３  

18 

企業の外形情報別に整理した目次 

企業の事業戦略別に整理した目次 

経営課題 

企業の経営課題別に整理した目次 



①業種 ②企業規模 ③地域 ④創業からの期間 

製造業（機械／食品／その他） ５～２０人未満 北海道 ５年未満 

建設業 ２０～５０人未満 東北地方 ５～２０年未満 

卸売業 ５０～１００人未満 関東地方 ２０年～５０年未満 

宿泊業・飲食サービス業 １００～３００人未満 中部地方 ５０年以上 

医療・福祉サービス業 ３００人以上 近畿地方 

教育支援業 中国地方 

人材サービス業 四国地方 

専門サービス業 九州地方 

情報通信業 沖縄 

運輸業 

その他 

業種別目次へ 企業規模別目次へ 地域別目次へ 創業期間別目次へ 

業種は何ですか？ 企業規模（従業員基準） 
はどれくらいですか？ 

立地は 
どちらですか？ 

創業からどのくらい 
経っていますか？ 

下記４つの観点別に、自社が該当する項目をご確認ください 

さまざまな角度から自社と類似した企業を把握し、それぞれの取り組み事例をご参照ください 

目次１：外形情報での整理 



◆業種別◆ 目次 
企業名 ページ

旭電気株式会社 14
ウインナック株式会社 19
宇都宮工業株式会社 21
エイベックス株式会社 22
エヌ・エス・エス株式会社 24
株式会社柿沼製作所 30
株式会社協和精工 33
共和電機工業株式会社 34
株式会社光真製作所 38
株式会社向陽エンジニアリング 40
株式会社佐野テック 48
株式会社三功工業所 49
シグマ株式会社 55
シンセメック株式会社 58
株式会社積進 59
大起産業株式会社 62
太洋工業株式会社 64
タカハ機工株式会社 65
株式会社筑水キャニコム 70
ＴＩＹ株式会社 72
株式会社光機械製作所 86
日高工業株式会社 88
兵庫ベンダ工業株式会社 90
HILLTOP株式会社 92
ファインネクス株式会社 94
富士電子工業株式会社 96
武州工業株式会社 97
株式会社ホーユーウエルディング 101
明和工業株式会社 107
森山産業株式会社 110
株式会社ヤマシタワークス 112

製造業（機械）
企業名 ページ

株式会社オハラ 29
三幸製菓株式会社 50
三州製菓株式会社 51
株式会社島ごころ 56
信州ハム株式会社 57
株式会社瀬戸内ジャムズガーデン 60
株式会社鮮冷 61
冨田酒造有限会社 77
株式会社平田牧場 91
株式会社ふくや 95

企業名 ページ
ヱビナ電化工業株式会社 25
株式会社タニシ企画印刷 67
株式会社タニタハウジングウェア 68
株式会社中外陶園 71
電化皮膜工業株式会社 74
根上工業株式会社 82
株式会社ハルナ 85
樋口メリヤス工業株式会社 87
株式会社保志 102
有限会社モーハウス 109
山田木管工業所 113

企業名 ページ
株式会社カシワバラ・コーポレーション 31
株式会社ＫＭユナイテッド 37
興南設計株式会社 39
向洋電機土木株式会社 41
コーナン建設株式会社 42
株式会社小坂工務店 44
株式会社CSS技術開発 53
有限会社原田左官工業所 84
山本建設株式会社 114

製造業（食品）

製造業（その他）

建設業

企業名 ページ
株式会社あけぼの通商 13
株式会社アポロガス 15
有限会社有吉農園 17
株式会社エンファクトリー 26
株式会社佐藤金属 47
田代珈琲株式会社 66
株式会社天彦産業 75
株式会社日本レーザー 81
株式会社ふらここ 99
株式会社ヤスヰ 111
ワンゲイン株式会社 119

企業名 ページ
株式会社いせん 18
株式会社サンラインズ 52
株式会社西原屋 79
株式会社minitts 106
株式会社ゆたか 115

企業名 ページ
有限会社COCO-LO 43
株式会社たまゆら 69

企業名 ページ
株式会社コヤマドライビングスクール 45
株式会社南福岡自動車学校 105

企業名 ページ
株式会社LiB 116
株式会社Waris 118

医療・福祉サービス業

人材サービス業

教育支援業

宿泊業，飲食サービス業

卸売業・小売業
企業名 ページ

株式会社潮技術コンサルタント 20
株式会社クロスエイジ 36
株式会社グローバル・クリーン 35
株式会社双美商会 98
株式会社メンテックワールド 108
トヨキン株式会社 78
マルワ環境株式会社 104
株式会社日化技研 80
ジェイツ・コンプレックス株式会社 54
株式会社ビック・ママ 89
株式会社キャリア・マム 32
佐川印刷株式会社 46
株式会社OZCompany 28
エーゼロ株式会社 23

企業名 ページ
株式会社アラタナ 16
株式会社ディーエスブランド 73
東洋システム株式会社 76
株式会社ペンシル 100
株式会社レキサス 117

企業名 ページ
大井川鐵道株式会社 27
株式会社大善 63
丸善運輸倉庫株式会社 103

企業名 ページ
株式会社ノベルズ 83
株式会社ファースト・コラボレーション 93

専門サービス業

情報通信業

その他

運輸業



◆企業規模別◆ 目次 
企業名 ページ

有限会社有吉農園 17
エーゼロ株式会社 23
株式会社佐藤金属 47
田代珈琲株式会社 66
冨田酒造有限会社 77
樋口メリヤス工業株式会社 87
山田木管工業所 113
株式会社Waris 118
ワンゲイン株式会社 119

企業名 ページ
株式会社あけぼの通商 13
株式会社アポロガス 15
株式会社いせん 18
株式会社潮技術コンサルタント 20
株式会社エンファクトリー 26
株式会社キャリア・マム 32
株式会社クロスエイジ 36
株式会社ＫＭユナイテッド 37
株式会社向陽エンジニアリング 40
向洋電機土木株式会社 41
株式会社小坂工務店 44
株式会社島ごころ 56
株式会社瀬戸内ジャムズガーデン 60
株式会社タニシ企画印刷 67
株式会社中外陶園 71
電化皮膜工業株式会社 74
株式会社天彦産業 75
株式会社日化技研 80
株式会社日本レーザー 81
有限会社原田左官工業所 84
株式会社ハルナ 85
株式会社ふらここ 99

5~20人未満

20～50人未満

企業名 ページ
株式会社ホーユーウエルディング 101
丸善運輸倉庫株式会社 103
マルワ環境株式会社 104
株式会社minitts 106
有限会社モーハウス 109
株式会社ヤマシタワークス 112
山本建設株式会社 114
株式会社ゆたか 115

企業名 ページ
ウインナック株式会社 19
株式会社OZCompany 28
株式会社オハラ 29
株式会社柿沼製作所 30
株式会社グローバル・クリーン 35
株式会社光真製作所 38
有限会社COCO-LO 43
佐川印刷株式会社 46
株式会社佐野テック 48
株式会社CSS技術開発 53
シンセメック株式会社 58
株式会社積進 59
株式会社鮮冷 61
タカハ機工株式会社 65
ＴＩＹ株式会社 72
株式会社光機械製作所 86
兵庫ベンダ工業株式会社 90
HILLTOP株式会社 92
株式会社ファースト・コラボレーション 93
明和工業株式会社 107
株式会社ヤスヰ 111
株式会社LiB 116
株式会社レキサス 117

20～50人未満（つづき）

50～100人未満

企業名 ページ
旭電気株式会社 14
株式会社アラタナ 16
宇都宮工業株式会社 21
エヌ・エス・エス株式会社 24
ヱビナ電化工業株式会社 25
大井川鐵道株式会社 27
株式会社協和精工 33
共和電機工業株式会社 34
興南設計株式会社 39
コーナン建設株式会社 42
株式会社三功工業所 49
三州製菓株式会社 51
株式会社サンラインズ 52
ジェイツ・コンプレックス株式会社 54
シグマ株式会社 55
太洋工業株式会社 64
株式会社タニタハウジングウェア 68
株式会社たまゆら 69
株式会社筑水キャニコム 70
株式会社ディーエスブランド 73
東洋システム株式会社 76
根上工業株式会社 82
株式会社ノベルズ 83
日高工業株式会社 88
株式会社ビック・ママ 89
富士電子工業株式会社 96
武州工業株式会社 97
株式会社双美商会 98
株式会社ペンシル 100
株式会社南福岡自動車学校 105
株式会社メンテックワールド 108
森山産業株式会社 110

100～300人未満
企業名 ページ

エイベックス株式会社 22
株式会社カシワバラ・コーポレーション 31
株式会社コヤマドライビングスクール 45
三幸製菓株式会社 50
信州ハム株式会社 57
大起産業株式会社 62
株式会社大善 63
トヨキン株式会社 78
株式会社西原屋 79
株式会社平田牧場 91
ファインネクス株式会社 94
株式会社ふくや 95
株式会社保志 102

300人以上・その他



◆地域別◆ 目次 
企業名 ページ

有限会社有吉農園 17
シンセメック株式会社 58
株式会社ノベルズ 83
株式会社ゆたか 115

企業名 ページ
株式会社小坂工務店 44
株式会社向陽エンジニアリング 40
株式会社佐藤金属 47
株式会社鮮冷 61
株式会社ビック・ママ 89
株式会社平田牧場 91
株式会社アポロガス 15
株式会社大善 63
株式会社保志 102

企業名 ページ
有限会社モーハウス 109
株式会社柿沼製作所 30
有限会社COCO-LO 43
三州製菓株式会社 51
株式会社西原屋 79
ヱビナ電化工業株式会社 25
株式会社エンファクトリー 26
株式会社キャリア・マム 32
株式会社コヤマドライビングスクール 45
株式会社三功工業所 49
株式会社CSS技術開発 53
ジェイツ・コンプレックス株式会社 54
株式会社タニタハウジングウェア 68
電化皮膜工業株式会社 74
東洋システム株式会社 76

北海道

東北地方

関東地方

企業名 ページ
株式会社日本レーザー 81
有限会社原田左官工業所 84
武州工業株式会社 97
株式会社ふらここ 99
森山産業株式会社 110
株式会社LiB 116
株式会社Waris 118
向洋電機土木株式会社 41
株式会社いせん 18
エヌ・エス・エス株式会社 24
三幸製菓株式会社 50
株式会社あけぼの通商 13
株式会社協和精工 33
信州ハム株式会社 57
株式会社たまゆら 69
大井川鐵道株式会社 27

企業名 ページ
ファインネクス株式会社 94
株式会社オハラ 29
共和電機工業株式会社 34
根上工業株式会社 82
明和工業株式会社 107
山田木管工業所 113
宇都宮工業株式会社 21
エイベックス株式会社 22
株式会社中外陶園 71
ＴＩＹ株式会社 72
トヨキン株式会社 78
日高工業株式会社 88
株式会社ヤスヰ 111
旭電気株式会社 14

中部地方

関東地方（つづき）
企業名 ページ

株式会社光機械製作所 86
株式会社佐野テック 48
大起産業株式会社 62

企業名 ページ
株式会社光真製作所 38
冨田酒造有限会社 77
株式会社積進 59
HILLTOP株式会社 92
株式会社minitts 106
株式会社ＫＭユナイテッド 37
コーナン建設株式会社 42
田代珈琲株式会社 66
株式会社天彦産業 75
株式会社ハルナ 85
樋口メリヤス工業株式会社 87
富士電子工業株式会社 96
丸善運輸倉庫株式会社 103
ワンゲイン株式会社 119
兵庫ベンダ工業株式会社 90
株式会社ホーユーウエルディング 101
株式会社ヤマシタワークス 112
株式会社潮技術コンサルタント 20
ウインナック株式会社 19
太洋工業株式会社 64
株式会社双美商会 98

企業名 ページ
株式会社日化技研 80
エーゼロ株式会社 23
興南設計株式会社 39
シグマ株式会社 55

近畿地方

中部地方（つづき）

中国地方

企業名 ページ
株式会社島ごころ 56
株式会社タニシ企画印刷 67
株式会社メンテックワールド 108
株式会社カシワバラ・コーポレーション 31
株式会社瀬戸内ジャムズガーデン 60

企業名 ページ
マルワ環境株式会社 104
佐川印刷株式会社 46
株式会社ファースト・コラボレーション 93

企業名 ページ
株式会社OZCompany 28
株式会社クロスエイジ 36
株式会社サンラインズ 52
タカハ機工株式会社 65
株式会社筑水キャニコム 70
株式会社ふくや 95
株式会社ペンシル 100
株式会社南福岡自動車学校 105
株式会社ディーエスブランド 73
山本建設株式会社 114
株式会社アラタナ 16
株式会社グローバル・クリーン 35

企業名 ページ
株式会社レキサス 117

四国地方

九州地方

沖縄

中国地方（つづき）



◆創業からの期間別◆ 目次 
企業名 ページ

エーゼロ株式会社 23
株式会社ＫＭユナイテッド 37
株式会社鮮冷 61
株式会社minitts 106
株式会社LiB 116
株式会社Waris 118

企業名 ページ
株式会社アラタナ 16
株式会社エンファクトリー 26
株式会社OZCompany 28
株式会社グローバル・クリーン 35
株式会社クロスエイジ 36
有限会社COCO-LO 43
株式会社サンラインズ 52
株式会社島ごころ 56
株式会社瀬戸内ジャムズガーデン 60
株式会社たまゆら 69
ＴＩＹ株式会社 72
株式会社ディーエスブランド 73
株式会社日化技研 80
株式会社ノベルズ 83
株式会社ファースト・コラボレーション 93
株式会社ふらここ 99
株式会社ホーユーウエルディング 101
有限会社モーハウス 109
株式会社レキサス 117
ワンゲイン株式会社 119

5年未満

5～20年未満

企業名 ページ
株式会社あけぼの通商 13
株式会社アポロガス 15
有限会社有吉農園 17
ウインナック株式会社 19
株式会社潮技術コンサルタント 20
株式会社柿沼製作所 30
株式会社キャリア・マム 32
株式会社光真製作所 38
株式会社向陽エンジニアリング 40
株式会社小坂工務店 44
株式会社佐藤金属 47
株式会社CSS技術開発 53
ジェイツ・コンプレックス株式会社 54
タカハ機工株式会社 65
株式会社タニシ企画印刷 67
東洋システム株式会社 76
株式会社日本レーザー 81
根上工業株式会社 82
有限会社原田左官工業所 84
株式会社ハルナ 85
株式会社ビック・ママ 89
兵庫ベンダ工業株式会社 90
株式会社平田牧場 91
HILLTOP株式会社 92
ファインネクス株式会社 94
株式会社ペンシル 100
株式会社ヤマシタワークス 112
株式会社ゆたか 115

20年～50年未満
企業名 ページ

旭電気株式会社 14
株式会社いせん 18
宇都宮工業株式会社 21
エイベックス株式会社 22
エヌ・エス・エス株式会社 24
ヱビナ電化工業株式会社 25
大井川鐵道株式会社 27
株式会社オハラ 29
株式会社カシワバラ・コーポレーション 31
株式会社協和精工 33
共和電機工業株式会社 34
興南設計株式会社 39
向洋電機土木株式会社 41
コーナン建設株式会社 42
株式会社コヤマドライビングスクール 45
佐川印刷株式会社 46
株式会社佐野テック 48
株式会社三功工業所 49
三幸製菓株式会社 50
三州製菓株式会社 51
シグマ株式会社 55
信州ハム株式会社 57
シンセメック株式会社 58
株式会社積進 59
大起産業株式会社 62
株式会社大善 63
太洋工業株式会社 64
田代珈琲株式会社 66
株式会社タニタハウジングウェア 68

50年以上
企業名 ページ

株式会社筑水キャニコム 70
株式会社中外陶園 71
電化皮膜工業株式会社 74
株式会社天彦産業 75
冨田酒造有限会社 77
トヨキン株式会社 78
株式会社西原屋 79
株式会社光機械製作所 86
樋口メリヤス工業株式会社 87
日高工業株式会社 88
株式会社ふくや 95
富士電子工業株式会社 96
武州工業株式会社 97
株式会社双美商会 98
株式会社保志 102
丸善運輸倉庫株式会社 103
マルワ環境株式会社 104
株式会社南福岡自動車学校 105
明和工業株式会社 107
森山産業株式会社 110
株式会社ヤスヰ 111
山田木管工業所 113
山本建設株式会社 114

50年以上（つづき）



目次２：経営課題別（１／２） 

企業名 経営課題等
対象人材層、
取り組み内容

掲載
ペー
ジ

株式会社あけぼの通商 女性が安心して活躍できる職場づくり。 13

旭電気株式会社 新事業の着手に伴う従業員の能力向上。 14

株式会社アポロガス 営業社員の自社ＰＲ能力に不安。 15

株式会社アラタナ 従業員のスキルアップの機会確保。 16

有限会社有吉農園 繁忙期の労働力確保。 17

株式会社いせん 人手不足の解消。従業員が無理なく働ける仕組みづくり。 18

ウインナック株式会社 従業員の定着。障がい者の技術向上。 19

株式会社潮技術コンサルタント 従業員高齢化への対応。スキルの継承。 20

宇都宮工業株式会社 新事業を担う人材の採用。 21

エイベックス株式会社 早期離職防止。女性活躍。 22

エーゼロ株式会社 「経営の要」となる人材の確保。 23

エヌ・エス・エス株式会社 業務量増加への対応。採用時のミスマッチ低減。 24

ヱビナ電化工業株式会社 技術志向・研究開発型企業への脱皮。 25

株式会社エンファクトリー 働き方や生き方を自らデザインする能力の育成。 26

大井川鐵道株式会社 経営再建に必要な中核人材の確保。 27

株式会社OZCompany 離職率の低下・サービスの向上。 28

株式会社オハラ 繁忙期の需要拡大への対応。人材の確保。 29

株式会社柿沼製作所 取引先の要求高度化に対応する人材の確保。 30

株式会社カシワバラ・コーポレーション 女性顧客ニーズの把握。女性社員の定着。 31

株式会社キャリア・マム 復職女性の定着、活躍できる仕組みづくり。 32

株式会社協和精工 従業員が安心して働ける職場づくり。品質保証の人材確保。 33

共和電機工業株式会社 従業員の定着。新卒採用に対する取り組み。 34

株式会社グローバル・クリーン 人材確保。多様な人材が活躍する分業体制の構築。 35

株式会社クロスエイジ 起業理念・文化に共感する人材の確保。 36

株式会社ＫＭユナイテッド 技能伝承。男性・経験重視といった固定観念の払拭。 37

株式会社光真製作所 技能継承。高齢者が働きやすい環境づくり。 38

興南設計株式会社 海外展開。留学生の採用。 39

株式会社向陽エンジニアリング 新卒採用。技能承継。 40

向洋電機土木株式会社 長時間労働の解消。ＩＴによる生産性向上。 41

コーナン建設株式会社 女性従業員の採用・定着。 42

有限会社COCO-LO 介護人材の確保。女性が安心して活躍できる職場づくり。 43

女性

外国

人

女性

女性

兼業

等

その

他
女性

高齢

生産

性

その

他

高齢女性

女性

女性
その

他

高齢

生産

性

女性

高齢女性

兼業

等

女性

その

他

その

他

女性

その

他

女性

女性
その

他

その

他

その

他

その

他

高齢女性
その

他

その

他

高齢女性
その

他

その

他

高齢

企業名 経営課題等
対象人材層、
取り組み内容

掲載
ペー
ジ

株式会社小坂工務店 新卒採用。グローバル人材の確保・定着。 44

株式会社コヤマドライビングスクール 女性従業員の活躍。男性中心という固定観念の払拭。 45

佐川印刷株式会社 女性の離職防止。 46

株式会社佐藤金属 女性社員の定着・活躍。設備改善。 47

株式会社佐野テック 女性社員の定着・育成・活躍。 48

株式会社三功工業所 高齢化への対応。女性活躍。技能継承。 49

三幸製菓株式会社 採用方法改善。オンラインを活用した首都圏からの採用。 50

三州製菓株式会社 女性が安心して活躍できる職場づくり。 51

株式会社サンラインズ グローバル人材の確保が困難。 52

株式会社CSS技術開発 多様な従業員の定着。 53

ジェイツ・コンプレックス株式会社 出産・育児後の継続採用。 54

シグマ株式会社 新事業や海外への進出に向けた人材確保。 55

株式会社島ごころ 若手人材の確保。生産性の向上。 56

信州ハム株式会社 女性顧客ニーズの把握。女性社員の定着。 57

シンセメック株式会社 女性従業員の採用・定着。生産性の向上。 58

株式会社積進 理系人材採用難への対応。従業員の高齢化への対応。 59

株式会社瀬戸内ジャムズガーデン 経営者と共にマーケティング戦略を構築する人材の確保。 60

株式会社鮮冷 海外事業に選任で取り組める人材の確保。 61

大起産業株式会社 新卒採用者の早期退職による人材不足。 62

株式会社大善 労働職の確保。リーダーシップを持つ人材の育成。 63

太洋工業株式会社 人材の確保。性別による業務範囲の差。 64

タカハ機工株式会社 販路拡大のための人材確保。「男性職場」からの脱却。 65

田代珈琲株式会社 新たなビジネスモデルの構築。人材の確保。 66

株式会社タニシ企画印刷 商品の需要拡大に伴う従業員の定着。 67

株式会社タニタハウジングウェア 子育て世代が安心して働ける職場。 68

株式会社たまゆら 女性が安心して活躍できる職場づくり。 69

株式会社筑水キャニコム 海外展開にに向けた現地情報収集。人材の確保。 70

株式会社中外陶園 女性社員の両立支援・生産性向上。 71

ＴＩＹ株式会社 多品種小ロット生産体制を行う人材確保。 72

株式会社ディーエスブランド 営業職の採用・業務改善。 73

電化皮膜工業株式会社 技能伝承。人材の採用・定着。 74
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目次２：経営課題別（２／２） 

企業名 経営課題等
対象人材層、
取り組み内容

掲載
ペー
ジ

株式会社天彦産業 海外営業人材の確保。「男性職場」からの脱却。 75

東洋システム株式会社 従業員の定着。海外進出への対応。 76

冨田酒造有限会社 繁忙期に対応する人材の確保 77

トヨキン株式会社 事業分野の拡大に伴う、多能工化。 78

株式会社西原屋 従業員の高齢化への対応。現場リーダーの育成。 79

株式会社日化技研 従業員の高齢化への対応。人材の確保。 80

株式会社日本レーザー 売上拡大。従業員の補充・育成。ダイバーシティ対応。 81

根上工業株式会社 化学系の研究開発職の採用。 82

株式会社ノベルズ 男社会の改善。職場環境・業種イメージの改善。 83

有限会社原田左官工業所 育成方法。「男性職場」からの脱却。 84

株式会社ハルナ 女性が安心して活躍できる職場づくり。 85

株式会社光機械製作所 多様な人材の活躍。「男性職場」からの脱却。 86

樋口メリヤス工業株式会社 海外展開への対応。インターンの活用。 87

日高工業株式会社 長期的な技術承継の受け手となる多様な人材の確保。 88

株式会社ビック・ママ 新卒採用。ライフイベントによる従業員の退職への対応。 89

兵庫ベンダ工業株式会社 人材の採用・定着。ＩＯＴ・ＡＩの活用。 90

株式会社平田牧場 通販部門の売上増加を担える人材確保。 91

HILLTOP株式会社 多品種小ロット生産体制に対応する人材確保。 92

株式会社ファースト・コラボレーション 女性従業員の定着。 93

ファインネクス株式会社 新分野を主導する人材の確保。 94

株式会社ふくや 女性社員の定着・活躍。 95

富士電子工業株式会社 従業員の定着。「男性職場」からの脱却。海外顧客への対応。 96

武州工業株式会社 海外生産に負けない国内生産の仕組みづくり。生産性の向上。 97

株式会社双美商会 パートタイマーの確保。イメージの払拭。 98

株式会社ふらここ 女性顧客ニーズの把握。 99

株式会社ペンシル コア業務の効率化。長時間労働の削減。 100

株式会社ホーユーウエルディング 専門人材の定着。ロボットによる生産性向上。 101

株式会社保志 新卒採用、若手社員の定着。 102
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企業名 経営課題等
対象人材層、
取り組み内容

掲載
ペー
ジ

丸善運輸倉庫株式会社 慢性的な人手不足への対応。 103

マルワ環境株式会社 新規採用者の早期退職の防止。 104

株式会社南福岡自動車学校 「男性職場」からの脱却。 105

株式会社minitts 「長時間労働・低賃金」というイメージの払拭。 106

明和工業株式会社 海外実務を経験した人材の確保。 107

株式会社メンテックワールド 業績拡大に対応するための多様な人材確保。 108

有限会社モーハウス 時間制約のある女性の活躍。子連れ出勤。 109

森山産業株式会社 リードタイムの短縮。人材確保。 110

株式会社ヤスヰ 海外拠点を任せられる人材の確保。 111

株式会社ヤマシタワークス 高精度・短納期化への対応。女性活躍の推進。 112

山田木管工業所 営業活動へ新しいアイディアのをもたらす人材活用。 113

山本建設株式会社 多様な人材の活用。 114

株式会社ゆたか 外国人観光客への対応。 115

株式会社LiB 創業期の優秀な人材の確保。多様な形態での活用。 116

株式会社レキサス 新しいビジネスモデルの構築。 117

株式会社Waris 創業期の多様な人材の確保・育成。 118

ワンゲイン株式会社 能力ある従業員の定着。残業の削減。 119
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少人数の人手が欲しい 

大人数の人手が欲しい 

人
手
の
量
的
な
不
足
感 

大 

小 

次の２軸で考えたとき、御社は Ａ～Ｄ のうち、おおよそどのあたりに分布しますか？ 

①人手の量的な不足感、②ビジネスの改善・改革志向 

A D 

C B 

現状のビジネスを維持し
たいが、そのためには大
人数の人手が必要だ 

追加は少人数の人手で、
現状のビジネスを維持し

たい 

少人数の人手で、 
新たなビジネスを構築したい 
（質の高い人材によりイノベー

ションを起こしたい） 

大人数の人手を動員して、新たな
ビジネスを構築したい 

目次３：２軸（人手不足感×改善・改革志向）での整理 

御社の事業戦略は 
どのあたりに分布しますか？ 

現状のビジネスを 
改革したい 

現状のビジネスを 
維持・改善したい ビジネスの改善・改革志向 大 小 
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代表的な経営課題、抱える悩み（一例） 
• ３K職場で採用難だが、採用ターゲットを若手に絞りすぎ
ている 

 

【Ａ
】 

• 早朝から工場を稼働したいが、若者や主婦層は集まらない 

該当事例（一例） 
☞  34ページ 
☞  38ページ など 

【Ｂ
】 

• これまで女性を必ずしも積極的に採用してこなかったが、
採用・活躍が急務 

• ハードな仕事であるというイメージにより、応募者が男性
に限られている 

• 業界の就労環境へのマイナスイメージが強く、恒常的に採
用難に直面  

• 女性の力が不可欠だが、離職率が高い  

• 教育体制が整っておらず、採用した若手人材がすぐにやめ
てしまう 

• 正規／非正規の格差があり人材流出が続いている 

目次３◆２軸での事業戦略別◆（１／２） 

教育体制整備 

キーワード 

採用ターゲットの変更 

就業時間帯に着目した 
高齢者活躍 

女性積極採用 

「男性職場」からの脱却 

業界イメージの改善 

女性離職阻止・定着率向上 

正規／非正規の格差是正、 
多様な雇用形態 

公平な評価 • 子育て中の従業員や高齢者など、制約のある従業員でも公
正に評価  

☞  29ページ 

☞  59ページ など 

☞  47ページ 
☞  86ページ など 

☞  45ページ 
☞  98ページ など 

☞  68ページ 
☞  95ページ など 

☞  55ページ 
☞  84ページ など 

☞  103ページ 
☞  119ページ など 

☞  81ページ 
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代表的な経営課題、抱える悩み（一例） 

• 海外からの顧客へ対応できる体制ができていない 

• 事業を立ち上げたが、人材の確保や育成上、壁にぶつかっ
ている 

該当事例（一例） 

☞  52ページ など 

• 海外進出をしたいが、外国人材の採用のきっかけや育成方
法がわからない 

• 高付加価値ビジネスの展開を目指すも、従来の長時間労働
等の働き方から変われていない 

• 社外との交流により人材育成を行いたい。 

• 経営者を刺さるような人材を確保したいが、なかなか巡り
会えない 

• 新たなビジネスにチャレンジしたいが、まずは生産体制や
業務の見直しをしなければならない 

• 人手の確保もしくはそれらを代替できる機械を導入して、
生産性を向上させたい  

☞  118ページ 

☞  70ページ など 

☞  25ページ 
☞  44ページ など 

☞  26ページ など 

☞  107ページ など 

☞  73ページ 
☞  112ページ など 

☞  41ページ 
☞  92ページ など 

目次３◆２軸での事業戦略別◆ （２／２） 

生産体制、業務の見直し 

キーワード 

インバウンド顧客対応 

創業期の 
人材確保・教育体制整備 

海外展開、外国人材採用 
外国人インターン受入れ 

従来の働き方からの脱却、 
柔軟な勤務制度 

社内以外の育成機会の創出、 
副業の推奨 

中核人材の確保 

生産整備、IT等の導入 

 

【Ｂ
】 

【Ｃ
】 

【Ｄ
】 

• 地方でもキャリアアップの機会があると示したい。 ☞  16ページ 優秀な人材の県外流出阻止 

28 



(2)取り組みの対象人材、内容 
 取り組みごとに対象としている人材層や取り組み
内容のアイコンをハイライトしています 

(1)企業名 
 (3)企業情報 
 企業の所在地、創業年、資本金、従業員数、
事業概要をまとめています 

(4)取り組み概要 
 簡潔に当該取り
組みのポイント、
効果等を記載し
ています 

(5)取り組み前 
 当該取り組みを行
うきっかけ、抱え
ていた経営課題を
記載しています 

(7)取り組み後 
 当該取り組みによ
り得られた効果、
気づき、社内外へ
の影響を記載して
います 

 
(6)取り組み内容 

や仕組み 
 当該取り組みや導入
した制度・仕掛けな
どの具体的な内容に
ついて記載していま
す 

◆本事例集の見方・活用ガイド◆ 
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〇生産性を見つめ直す 
   - 革新的ものづくり・商業・サービス開発支援補助金の活用による設備導入 
   - プラスITフェアやサービス等生産性向上ＩＴ導入支援事業の活用によるIT導入 
〇求人像を見つめ直す 
   - よろず支援拠点等による経営相談（「人材不足対応アドバイザー」（仮称）の配置） 

30 

３つのステップごとの支援策 

   - よろず支援拠点等による経営相談（「人材不足対応アドバイザー」（仮称）の配置） 
   - 中小企業大学校における経営者向け研修 

【ステップ１】 経営課題や業務を見つめ直す 

【ステップ２】 生産性や求人像を見つめ直す 

〇人材募集を見つめ直す 
   - 地域中小企業人材確保支援等事業によるマッチング支援等の活用 
   - ハローワークの活用 
   - 雇用関係助成金による採用の後押し 
   - 外国人受入インターンシップ等の活用による外国人の受入れ 
   - 新・ダイバーシティ経営企業１００選等を活用したＰＲ 
〇職場環境を見つめ直す 
 - 専門家派遣事業によるアドバイス 
   - 職場意識改善助成金等の活用による環境整備 
   - 雇用関係助成金による人材育成等 
   - ものづくり中核人材育成事業等による人材育成 

 人手不足対応ガイドラインの関連施策を活用することにより、事業者の取組を後押し。 

【ステップ３】 働き手の目線で、人材募集や職場環境を見つめ直す 

８．人手不足対応ガイドラインの取り組みを後押しする関連施策 



９．人手不足対応ガイドラインの普及にむけて 

31 

 中小企業団体等の各種取組と連携して、普及・浸透。 
 よろず支援拠点に「人材不足対応アドバイザー」（仮称）を配備。 
 働き方関係の各種説明会と連携して、普及・浸透。 

普及・浸透に向けて下記のような方策を組み合わせていく。 
 

 分かりやすい簡易パンフレットを作成し配布 
 自社の人手不足に対する対応状況を簡単に分析できるシートを作成。 
 中小企業大学校で、関連講座を案内。 
 中小企業団体の巡回訪問、セミナー、広報誌等の取組と連携して、普及・浸透。 
 労働局と連携して、パンフレット等を配布。 
 認定経営革新等支援機関に周知。 
 各都道府県に設置している総合的な経営相談窓口である「よろず支援拠点」に、人
手不足対応を担当する相談員（「人材不足対応アドバイザー」（仮称））を配備。 

 働き方関係の各種説明会と連携して、普及・浸透。 
 

 
 



参考資料 
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人手不足研究会の設置趣旨 

• 我が国経済は、深刻な人手不足に直面。これまでの仕事を見つけにくい「求職難」の時代から、人手の確保が困
難になる「求人難」の時代に移行。根本にある人口減少、少子高齢化という構造的課題。 

• 若者の強い大企業志向や賃金格差、高い離職傾向など、中小企業・小規模事業者を巡る状況はより一層厳しい。 

• 他方で、中小企業・小規模事業者は、復職後の女性に選択される傾向が強く、従業員に占める高齢者の割合が
高い。 

• こうした状況を踏まえ、女性、高齢者などの多様な働き手が最大限能力を発揮できるよう、働き方改革や職場環
境の整備を進めることで、企業の魅力を高め潜在労働力を掘り起こすことにより、人手不足に対応していくことが
重要である。 

• また、同時に、IT機械等の導入等による生産性向上にも、不断に取り組んでいく必要がある。 

• そうした取組は、業種や規模、地域によって対応が異なる。 

• こうした違いを踏まえつつ、多様な働き手が最大限能力発揮できる職場づくりや、ソフト・ハード両面から生産性向
上に取り組んでいる好事例を収集・分析し、人手不足対応への考え方を整理する。 

• こうした趣旨から、人手不足に直面する中小企業・小規模事業者の経営者等の一助となり、好事例の横展開が
図られることを企図として、「中小企業・小規模事業者における人手不足対応研究会」を設置。 
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（参考１）委員名簿 

（参考２）検討経緯 

（敬称略、五十音順、◎は座長） 
◎ 今野浩一郎 学習院大学 経済学部 経営学科 教授 
   宇佐川邦子 株式会社リクルートジョブズ ジョブズリサーチセンター センター長 
   苧野 恭成 全国商工会連合会 総務部長 
   海老原嗣生 株式会社ニッチモ 代表取締役 
   及川  勝 全国中小企業団体中央会 事務局次長 兼 政策推進部長 
   小林 治彦 日本商工会議所 産業政策第二部 部長 
   島貫 智行 一橋大学大学院 商学研究科 准教授 
   原  正紀 株式会社クオリティ・オブ・ライフ 代表取締役  

  第１回（2016年10月21日）：研究会の開催について／他 

  第２回（2016年11月16日）：事例の検討（女性、高齢者等多様な人材の活用）／他 

  第３回（2016年12月21日）：事例の検討（生産性向上の工夫）／他 

  第４回（2017年2月10日）  ：とりまとめ骨子について／他 

  第５回（2017年3月3日）    ：最終とりまとめについて／他 
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 建設、サービス等の全業種で人手不足感が強まっている。ミドル人材へのニーズが強い。 
 中小企業は大企業よりも離職率が高く、人手不足感の強い業種は離職率も比較的高い。 

図２２．産業別卒業後３年以内の離職率 

図２１．大企業、中小企業の離職率の推移 図１９．業種別人手不足ＤＩの推移 

図２０．中小企業が求める人材 （出典）中小企業庁（2015）「中小企業白書」 
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業種別の人材不足・離職の状況 
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(年期) 図1：中小企業基盤整備機構・中小企業庁「中小企業景況調査」 

（出所） 日本商工会議所（2016）「人材（人手）不足の現状等に関する調査（企業調査）および働き
方のあり方等に関する調査（労働者調査）結果」 

19.4%

12.4%

32.1%

40.4%

67.9%

18.6%

15.2%

33.0%

41.2%

69.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

その他・無回答

管理職経験者等のシニア人材

大学卒業新卒社員

高校卒業新卒社員

一定のキャリアを積んだミドル人材

2016（n=1,336） 2015（n=1,319）



 ニーズが高いミドル、新卒のみならず、女性、高齢者、外国人等の多様な人材に視野を広げ、人材
の発掘から、確保、定着までを支援。 

地域中小企業人材確保支援等事業 （平成２９年度予算10.3億円） 

 地域の中小企業・小規模事業者のニーズを把握し、都市部の若手人材等や地域内外の若者・女
性・シニア等多様な人材から、地域事業者が必要とする人材を発掘する。併せて、合同企業説明会な
どを開催し、マッチングを促進する。同時に、人材定着のための研修等も行い、人材確保を支援する。 

地域や都市部での 
実施事業者によるイベント等 

 
・中小企業の経営者と大学生との交流会 
・若手社員の定着に向けた研修 
・女性のための合同企業説明会 
・シニア人材の採用・活用セミナー 
・都市部人材への地域企業の魅力発信支援  
 など 
 

地
域
内
外
の
人
材 

参
加 

地
域
の
中
小
企
業･

小
規
模
事
業
者 

参
加 

多様な人材とのマッチングを支援 
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